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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多孔質の隔壁によって区画された流体の流路となる複数のセルを有するセル構造体と、
前記セル構造体の外周に配設された多孔質の外壁とを備えたハニカムセグメントの複数個
が、これらの前記外壁どうしが接合材で接合されることにより一体化されてなる、セラミ
ックスからなるハニカム構造体において、
　前記ハニカム構造体の外周壁を構成する外周コーティング材は、気孔率が１０～６０％
、熱伝導率が０．０１～０．５Ｗ／ｍＫであり、かつ、平均粒径０．１～３０μｍである
とともにシリカ、アルミナ、ジルコニア、アルミニウムチタネート、ムライトのいずれか
を含む酸化物粒子を含み、
　前記ハニカム構造体を構成する基材の熱伝導率が０．１～１０Ｗ／ｍＫであるハニカム
構造体。
【請求項２】
　前記ハニカム構造体の外周壁を構成する外周コーティング材の厚みが０．０１～１ｍｍ
である請求項１に記載のハニカム構造体。
【請求項３】
　前記外周コーティング材が、酸化物繊維、コロイド状酸化物、板状粒子、有機バインダ
ー、有機あるいは無機の中空粒状フィラーのいずれかをさらに含む請求項１または２に記
載のハニカム構造体。
【請求項４】
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　前記外周コーティング材が、有機及び／又は無機の中空粒状フィラーを含む請求項３に
記載のハニカム構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハニカム構造体に関する。詳しくは、内燃機関、ボイラー、化学反応機器及
び燃料電池用改質器等の触媒作用を利用する触媒用担体又は排ガス中の微粒子捕集フィル
ター等に好適に用いることができるハニカム構造体に関し、例えば大型でありながらも、
複数個のハニカムセグメントどうしの接合が確実になされているハニカム構造体に関する
。更に詳しくは、多孔質の隔壁によって区画された流体の流路となる複数のセルを有する
セル構造体と、前記セル構造体の外周に配設された多孔質の外壁とを備えたハニカムセグ
メントの複数個が、これらの前記外壁どうしが接合材で接合されることにより一体化され
てなる、セラミックスからなるハニカム構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関、ボイラー、化学反応機器、及び燃料電池用改質器等の触媒作用を利用する触
媒用担体、又は排ガス中の微粒子、特にディーゼル微粒子の捕集フィルター（以下、ＤＰ
Ｆという）等に、セラミックスからなるハニカム構造体が用いられている。
【０００３】
　フィルターの一種としてのＤＰＦは、ディーゼルエンジン等からの排ガスに含まれてい
るパティキュレートを捕捉して除去するため、ディーゼルエンジンの排気系に組み込まれ
ている。このＤＰＦを始めとする捕集フィルターの形成材料として、セラミックスや金属
、あるいは合金等がある。セラミックスからなる、フィルターの代表例として、コージェ
ライトや炭化珪素、窒化珪素、アルミニウムチタネート製のハニカムフィルターが知られ
ている。特に、炭化珪素や窒化珪素焼結体製の多孔質ハニカムセグメントからなるハニカ
ム構造体フィルターには、耐熱性や強度、熱伝導率が高いという利点がある一方で、熱衝
撃に弱いという問題があった。そのため、大型化するほどフィルターにクラックが生じや
すくなる。よって、クラックによる破損を避ける手段として、複数の多孔質ハニカムセグ
メントを一体化して１つの大きなセラミックス構造体を製造する技術が近年提案されてい
る（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　このハニカム構造体は、炭化珪素等からなる多孔質のハニカムセグメントが接合材によ
って複数接合され、円形断面等の所定の形状に加工された後、周囲がコーティング材によ
り被覆された構造となっている。それぞれのハニカムセグメントは多孔質の隔壁によって
仕切られた状態で軸方向に貫通する多数の流通孔を有している。隣接している流通孔にお
いては、一端部が交互に目封じされるものであり、一の流通孔においては、一の側の端部
が開口している一方、他の側の端部が目封じされており、これと隣接する他の流通孔にお
いては、他の側の端部が目封じされるが、一の側の端部が開口されている。
　このような構造とすることにより、開口している端部から排ガスが流通孔に流入すると
、排ガスは多孔質の隔壁を通過して他の流通孔から流出し、隔壁を通過する際に排ガス中
のパティキュレートが隔壁に捕捉されるため、排ガスの浄化を行うことができる。
【０００５】
　このハニカム構造体では、堆積したスートを燃焼させ、ガス化することにより、フィル
ター内を再生し、再び排ガス中のパティキュレートの捕捉をすることができる。
【０００６】
　しかしながら、セラミックス構造体をフィルターとして使用したとき、フィルター内に
トラップされた微粒子が完全に焼失せず、部分的に燃え残りが生じやすいという問題があ
った。従って、従来のセラミックス構造体では、排気ガスを処理する効率が悪かった。
【０００７】
　このような問題が起こる原因として、フィルター間の熱伝導が阻害され、セラミックス
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構造体内に温度差を生じさせることにあるとして、フィルター間の熱伝導が阻害されにく
い均熱性に優れたセラミックスフィルター集合体が提案されている。
【０００８】
　例えば、接合材の熱伝導率を規定することで内側セグメントと外側セグメント間の最高
温度差を小さくすることが提案されているが、外側セグメント内の中心部と外周コーティ
ング材近傍の温度差を小さくすることは難しい（例えば、特許文献２）。そのため、外側
セグメントのコーティング材近傍の温度が上がりづらく、その部分のスートが完全に燃焼
しにくいという問題が未解決であった。
【０００９】
　特に、高気孔率（低熱伝導率）のハニカムセグメントでは、高熱伝導率ハニカムセグメ
ントに比べ、外側のハニカムセグメントの外周コーティング材近傍の温度がより上がりづ
らいという問題が未解決であった。
【００１０】
　一方、接合材の熱伝導率に対するコーティング材の熱伝導率の比を０．１～０．８と規
定することで、内側セグメントと外側セグメント間の最高温度差を小さくするとともに、
ハニカム構造体の断熱性を向上させることが提案されているが、コーティング材の気孔率
を増加させることによって、コーティング材の熱伝導率を低下させているため、コーティ
ング材の強度が低下し、コーティング材にクラックが発生する問題が未解決であった（例
えば、特許文献３）。
【００１１】
【特許文献１】特開２０００－７４５５号公報
【特許文献２】特開２００１－１６２１１９号公報
【特許文献３】特開２００２－２７３１３７号公報
【発明の開示】
【００１２】
　本発明は、このような従来技術の有する問題点に鑑みてなされたものである。すなわち
、高気孔率セグメント（低熱伝導率セグメント）の外側セグメントの中心部とコーティン
グ材近傍の温度差を小さくして、外側セグメントの外周コーティング材近傍に堆積したス
ートの燃焼を促進させることにより再生効率を向上させること、およびハニカム構造体の
クラック発生を防止することを目的（課題）とする。
【００１３】
　すなわち、本発明によれば、以下のハニカム構造体が提供される。
　［１］多孔質の隔壁によって区画された流体の流路となる複数のセルを有するセル構造
体と、前記セル構造体の外周に配設された多孔質の外壁とを備えたハニカムセグメントの
複数個が、これらの前記外壁どうしが接合材で接合されることにより一体化されてなる、
セラミックスからなるハニカム構造体において、前記ハニカム構造体の外周壁を構成する
外周コーティング材は、気孔率が１０～６０％、熱伝導率が０．０１～０．５Ｗ／ｍＫで
あり、かつ、平均粒径０．１～３０μｍであるとともにシリカ、アルミナ、ジルコニア、
アルミニウムチタネート、ムライトのいずれかを含む酸化物粒子を含み、前記ハニカム構
造体を構成する基材の熱伝導率が０．１～１０Ｗ／ｍＫであるハニカム構造体。
【００１５】
　［２］前記ハニカム構造体の外周壁を構成する外周コーティング材の厚みが０．０１～
１ｍｍである前記［１］に記載のハニカム構造体。
【００１６】
　［３］前記外周コーティング材が、酸化物繊維、コロイド状酸化物、板状粒子、有機バ
インダー、無機バインダー、有機あるいは無機の中空粒状フィラーのいずれかをさらに含
む前記［１］または［２］に記載のハニカム構造体。
【００１９】
　［４］前記外周コーティング材が、有機及び／又は無機の中空粒状フィラーを含む前記
［３］に記載のハニカム構造体。
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【００２１】
　本発明のハニカム構造体によれば、ハニカム構造体のクラックの発生を抑制すること、
スート再生効率を上昇させることが達成される。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１（ａ）】本発明のハニカム構造体の一実施形態を説明する図面であり、ハニカムセ
グメントの斜視図を示す。
【図１（ｂ）】本発明のハニカム構造体の一実施形態を説明する図面であり、ハニカム構
造体の斜視図を示す。
【図１（ｃ）】本発明のハニカム構造体の一実施形態を説明する図面であり、ハニカム構
造体の上面図を示す。
【図２（ａ）】本発明のハニカム構造体の製造方法の一実施形態を模式的に示す説明図で
ある。
【図２（ｂ）】本発明のハニカム構造体の製造方法の一実施形態を模式的に示す説明図で
ある。
【図２（ｃ）】本発明のハニカム構造体の製造方法の一実施形態を模式的に示す説明図で
ある。
【符号の説明】
【００２３】
１：ハニカム構造体、２：隔壁、３：セル、５：セル構造体、７：外壁、８：接合材、１
２：ハニカムセグメント、３６：接合体、４２：ダイヤモンドツール、４３：コーティン
グ材、４４：均し板、４５：シャフト、４６：ハンドル、４７：押当て治具、４８：外周
コート機、５０：外周壁。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施の形態について説明するが、本発明は以下の実施の形態に限定され
るものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、当業者の通常の知識に基づいて、適
宜、設計の変更、改良等が加えられたものも本発明の範囲に含まれることが理解されるべ
きである。
　図１に本発明のハニカム構造体の一実施形態を示す。図１（ａ）はハニカムセグメント
の斜視図である。図１（ｂ）はハニカム構造体の斜視図である。図１（ｃ）はハニカム構
造体の上面図を示す。本実施形態のハニカム構造体１は、多孔質の隔壁２によって区画さ
れた流体の流路となる複数のセル３を有するセル構造体５と、セル構造体５の外周に配設
された多孔質の外壁７とを備えたハニカムセグメント１２の複数個が、これらの外壁７ど
うしが接合材８で接合されることにより一体化されてなるものである。
【００２５】
　熱伝導率とは、一般には、物質内にある温度差によっておこる熱移動のおこりやすさを
表す係数と理解されていて、単位長さ（厚み）あたり１℃の温度差があるとき、単位時間
に単位面積を移動する熱量で示される。すなわち、体積１ｍ３の立方体において、面Ａ（
ＴＡ）と面Ｂ（ＴＢ）の温度差が１℃（ＴＡ＞ＴＢ）の時、１秒間に１ｍ移動する（Ａ→
Ｂ）熱量が熱伝導率とされる。その単位は、一般には、Ｗ／Ｋで表される。熱伝導率の値
が大きいほど移動する熱量が大きく、熱が伝わりやすいことになる。
【００２６】
　本発明の基材熱伝導率とは、ハニカム構造体のハニカムセグメントの熱伝導率を意味し
、その測定は、例えば、レーザーフラッシュ法にて行われる。
【００２７】
　レーザーフラッシュ法は、レーザー発振器からレーザー光を発射し試料の表面に直接当
て、試料の裏面から出てくる熱量とその時間を測定し、比熱（Ｃｐ）と熱拡散率（α）を
導き出して、「熱伝導率λ＝α・Ｃｐ・ρ」、によって熱伝導率（λ）を算出する方法で
ある。例えば、直径８～１０ｍｍ、厚さ０．５～３ｍｍの円盤状試料にレーザー光を照射
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し、裏面の温度履歴曲線を解析することにより、熱伝導率が求められる。レーザーフラッ
シュ法は、金属やセラミックスのような熱伝導のよい物質の測定に適している。熱伝導率
の測定法には、そのほかに、熱線法、平板熱流計法、温度傾斜法等がある。
【００２８】
　本発明の基材熱伝導率は、０．１～２０Ｗ／ｍＫであることが好ましく、更に好ましく
は、０．１～１５Ｗ／ｍＫであり、特に好ましくは、０．１～１０Ｗ／ｍＫである。かか
る範囲の基材熱伝導率のハニカムセグメントを使用することで、スート再生効率が良くな
るという効果がある。
【００２９】
　外周コーティング材とは、ハニカムセグメントを接合してハニカム構造体を製造する工
程においてハニカムセグメントの外周にコーティングされる接合材を意味する。当該接合
材は、セラミックス粉末、無機バインダー、セラミックス質ファイバー、有機バインダー
を含む。
【００３０】
　本発明に用いられるセラミックス粉末として、例えば、炭化珪素（ＳｉＣ）、窒化珪素
（ＳｉＮｘ）、コージェライト、シリカ、アルミナ、ムライト、ジルコニア、燐酸ジルコ
ニウム、アルミニウムチタネート、チタニア及びこれらの組み合わせよりなる群から選ば
れるセラミックス、またはＦｅ－Ｃｒ－Ａｌ系金属、ニッケル系金属、もしくは金属珪素
（Ｓｉ）－炭化珪素（ＳｉＣ）複合材等が挙げられる。本発明では、珪素、シリカ、アル
ミナ、ジルコニア、アルミニウムチタネート、ムライト、コージェライトが特に好ましい
。
【００３１】
　本発明に用いられる無機バインダーとして、例えば、シリカゾル、アルミナゾル、コロ
イダルシリカまたはコロイダルアルミナ等が挙げられる。これらは、単独で用いてもよく
、２種以上を併用してもよい。
【００３２】
　本発明に用いられるセラミックス質ファイバーとしては、ムライト、アルミノシリケー
ト、アルミナ、マグネシウムシリケート、マグネシウムカルシウムシリケート等の酸化物
繊維が挙げられる。
【００３３】
　本発明の外周コーティング材は、好ましくは、酸化物粒子、酸化物繊維、コロイド状酸
化物、板状粒子、有機バインダー、有機あるいは無機の中空粒状フィラーが含まれる。
【００３４】
　外周コーティング材の気孔率は、１０～６０％であることが好ましく、更に好ましくは
、２０～５５％である。かかる範囲の外周コーティング材を使用することで、ハニカム構
造体のクラックの発生を抑制し、スート再生効率を上昇させる効果がある。
【００３５】
　外周コーティング材の熱伝導率は、０．０１～０．５Ｗ／ｍＫであることが好ましい。
かかる範囲の外周コーティング材を使用することで、ハニカム構造体のクラックの発生を
抑制し、スート再生効率を上昇させるという効果がある。
【００３６】
　酸化物粒子の粒径は０．１～３０μｍであることが好ましく、粒径１～３０μｍである
と更に好ましく、特に好ましくは、１～２７μｍである。この粒径の酸化物粒子を含むコ
ーティング材を使用することで、ハニカム構造体のクラックの発生を抑制し、スート再生
効率を上昇させるという効果がある。
【００３７】
　本発明で、酸化物粒子の粒径というときは、酸化物粒子の平均粒径を意味する。平均粒
径は、粒度分布測定装置によって測定された粒度分布曲線のピーク値を意味する。酸化物
粒子の平均粒径を測定する方法としては、例えば、粒子サイズの違いに起因するブラウン
運動の違いに基づく光散乱法、半導体レーザーを使用して散乱とフランホーファの回折原
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理を用いて粒度分布を測定するレーザー回折散乱法、粉体比表面積測定法、重力沈降法、
遠心分離法等を挙げることができる。
【００３８】
　外周コーティング材はその厚みが０．０１～１ｍｍであることが好ましい。かかる厚さ
の外周コーティング材を使用することで、ハニカム構造体のクラックの発生を抑制し、ス
ート再生効率を上昇させるという効果がある。
【００３９】
　有機およびまたは無機の中空粒状フィラーには以下のものを例示することができる。有
機中空粒状フィラーとしては、例えば、アクリル系中空粒子、発泡粒子、発泡樹脂、スポ
ンジ状発泡体等である。無機の中空粒状フィラーフィラーとしては、例えば、中空酸化チ
タン粒子、中空酸化鉄等の中空金属酸化物微粒子である。
【００４０】
　本発明のハニカム構造体は、基材熱伝導率が０．１～２０Ｗ／ｍＫであるハニカムセグ
メントを接合材で接合することによって製造される。ハニカムセグメントは、原料として
、例えば、炭化珪素（ＳｉＣ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、コージェライト、シリカ、アル
ミナ、ムライト、ジルコニア、燐酸ジルコニウム、アルミニウムチタネート、チタニア及
びこれらの組み合わせよりなる群から選ばれるセラミックス、またはＦｅ－Ｃｒ－Ａｌ系
金属、ニッケル系金属、もしくは金属珪素（Ｓｉ）－炭化珪素（ＳｉＣ）複合材等が挙げ
られる。本発明では、炭化珪素、窒化珪素、金属珪素－炭化珪素複合材、アルミナチタネ
ート、もしくはコージェライトが特に好ましい。本発明では、さらに、メチルセルロース
、ヒドロキシプロポキシルメチルセルロース等のバインダー、界面活性剤、水等を添加し
、これを混練して可塑性の坏土を形成する。次に、得られた坏土を成形工程において押出
成形することにより、隔壁によって区画された流体の流路となる複数のセルを有するハニ
カム形状の成形体を成形する。押出成形にはプランジャ型の押出機や二軸スクリュー型の
連続押出機などを用いることができる。二軸スクリュー型の連続押出機を用いると、坏土
化工程と成形工程を連続的に行うことができる。得られたハニカム成形体を、例えばマイ
クロ波、誘電及び／又は熱風等で乾燥した後、焼成することで、ハニカム焼成体を得るこ
とができる。
【００４１】
　得られたハニカム焼成体を、所定形状のハニカムセグメントとなるように、必要に応じ
て形状加工する。バンドソー、メタルソー等の手段を用いて加工することにより、接合面
を有する四角柱状のハニカムセグメントを得ることができる。このハニカムセグメントを
接合材により接合することで、ハニカム構造体を得ることができる。接合材をハニカムセ
グメントに塗布する方法に特に制限はなく、例えばスプレー法、ハケや筆等により塗布す
る方法、ディッピング法等を採用することができる。
【００４２】
　本発明にいう、コーティング材および接合材を「乾燥する」とは、コーティング材およ
び接合材に含まれる成分が溶融等することのない温度、即ち、実質的に焼成しない温度で
液体成分を蒸発させて固化させることを意味する。即ち、本実施形態のハニカム構造体は
、コーティング材および接合材が焼成されることなく、乾燥するのみで接合層が形成され
てハニカムセグメントの外壁どうしが接合されるため、接合層とハニカムセグメントとの
熱膨張率や収縮率の差等に起因して接合層にヒビが入ったり、接合層自体が剥離したりす
る等の接合欠陥が生じ難いものである。
【００４３】
　また、本実施形態のハニカム構造体は、コーティング材および接合材が焼成されること
なく、乾燥するのみで接合層が形成されてハニカムセグメントの外壁どうしが接合される
ため、特に大型のハニカム構造体である場合に、接合欠陥が生じ難いといった効果が顕著
に発揮される。
【００４４】
　なお、ハニカムセグメントを接合して形成したハニカム構造体（接合体）の外周の少な
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ば最外周から２セル分以上のセル３を除去することが好ましく、２～４セル分のセル３を
除去することが更に好ましい。ここで、セルを除去するとは、そのセルを形成する隔壁の
少なくとも一部を除去して、隔壁により四方が完全に囲繞されていない状態とすることを
意味する。除去は、例えば接合体３６をその外周から、ダイヤモンドツール４２等の研削
手段を用いて研削し、複数のセル３を含む除去部４１を取り除くことにより行うことがで
きる。
【００４５】
　前述の接合体３６の外周の少なくとも一部を除去した場合には、図２（ｂ）、図２（ｃ
）に示すように、その部分にコーティング材４３を塗布して、ハニカム構造体１の外周壁
５０を形成する。コーティング材４３は、コロイダルシリカ、コロイダルアルミナ、セラ
ミックス繊維、セラミックス粒子、有機バインダー、無機バインダー及び中空粒子の中の
少なくとも一種を含むものであることが好ましい。セラミックス粒子としては、例えば、
シリカやアルミナ、ジルコニア等の粒子を挙げることができる。
【００４６】
　コーティング材の塗布に際しては、図２（ｂ）に示すような外周コート機４８を使用す
ることにより、均一な壁厚を有する外周壁を形成することができる。具体的には、外周の
一部を除去した接合体３６の両端面を、ナイロン、塩化ビニル等からなる押当て治具４７
でマスキングするとともに、その一端に回転用のハンドル４６が取り付けられたシャフト
４５で接合体３６を保持・固定する。次いで、ハンドル４６を回転させるとともに、接合
体３６の外周に、均し板４４で均一にコーティング材４３を塗布することができる。なお
、形成される外周壁の厚みは、接合体３６のサイズに対する押当て部材４７のサイズを適
宜調整することにより設定することができる。
【００４７】
　また、本発明のコーティング材および接合材は、焼成することなく、乾燥するのみで接
合層が形成されて被接合体どうしを接合することができるため、特に被接合体が大型（接
合材の塗布面積が大きい）である場合に、接合欠陥が生じ難いといった効果が顕著に発揮
される。
【実施例】
【００４８】
　以下、本発明について実施例を用いてより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例
に限られるものではない。
【００４９】
　１．ハニカムセグメントの製造と熱伝導率の測定
　ＳｉＣ原料粉末と金属Ｓｉ粉末を、表１に示す質量割合でそれぞれ配合し、これに増孔
材として澱粉、発泡樹脂を加え、さらにメチルセルロースおよびヒドロキシプロポキシル
メチルセルロース、界面活性剤および水を添加して、可塑性の坏土を作製した。この坏土
を押出成形し、マイクロ波および熱風で乾燥して隔壁の厚さが３１０μｍ、セル密度が約
４６．５セル／ｃｍ２（３００セル／平方インチ）、断面が一辺３５ｍｍの正方形、長さ
が１５２ｍｍのハニカムセグメントを得た。このハニカムセグメントに対し、端面が市松
模様状を呈するように、隣接するセルが互いに反対側となる一方の端部でハニカムセグメ
ント２の製造に用いた材料と同様の材料を用いて目封じし、乾燥させた後、大気雰囲気中
約４００℃で脱脂し、その後、Ａｒ不活性雰囲気中で約１４５０℃焼成して、Ｓｉ－Ｓｉ
Ｃのハニカムセグメントを得た。それぞれのハニカムセグメントの熱伝導率をレーザーフ
ラッシュ法にて測定し、その結果を表１に示した。
【００５０】
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【表１】

【００５１】
　２．コーティング材の調製
　本発明のコーティング材Ａ～Ｆは、酸化物粒子としてアルミナ、シリカ、あるいはジル
コニアを３５質量％、酸化物繊維としてアルミノシリケート繊維を２２質量％、無機バイ
ンダーとしてシリカゾル４０質量％、水溶液を１９．５質量％、粘土を１質量％、有機バ
インダーとしてメチルセルロースを０．１質量％混合し、水を加え、ミキサーを用いて３
０分混練して得た。その組成は表２に示す。また、比較例として、Ｇ～Ｊのコーティング
材の組成も同様に表２に示す。
【００５２】
【表２】

【００５３】
　３．コーティングと乾燥、ハニカム構造体の製造
　表１に示した焼成ハニカムセグメントを１６本接合して得られた接合体の外周を研削し
た後、その外周部に対して、表２に示した本発明のコーティング材Ａ～Ｆと比較例のコー
ティング材Ｇ～Ｊをそれぞれ個別に塗布し、２００℃で２時間乾燥して、ハニカム構造体
を得た。
【００５４】
　４．スート試験法
　表３、４、および５に示す組み合わせのハニカム構造体をディーゼルエンジン排気管に
取り付け、ハニカム構造体内へスートを５ｇ／ｌ堆積し、排気ガス流量２ｍ３／ｍｉｎで
スート再生を行った。再生後のハニカム構造体を電気炉にて７００℃、１０時間熱処理を
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【００５５】
　５．強度測定と気孔率測定、クラック発生観察
　各コーティング材の所定の強度用サンプルを１０個ずつ切り出し、ＪＩＳ　Ｒ１６０１
に従って３点曲げ強度の測定を行い、さらに各コーティング材の気孔率をアルキメデス法
にて求め、また、外周コーティング材表面のクラック発生有無を観察した結果を表４、お
よび６に示す。
【００５６】
　６．スート試験の評価
　表３に示すように、基材熱伝導率が２０Ｗ／ｍＫ以下で、コーティング材の熱伝導率が
０．５Ｗ／ｍＫを上回った場合、スート残り量が増加し、スート再生効率が悪化した。
【００５７】
【表３】

【００５８】
　また、表４の実施例３～５の結果からわかるように、熱伝導率が低い酸化物粒子を利用
することでコーティング材の熱伝導率を低くすることを可能とし、スート残り量が増える
ことが防ぐことが可能である。比較例５，６のように炭化珪素のような熱伝導率が高い粒
子を利用すると、コーティング材の熱伝導率を０．０１～０．５Ｗ／ｍＫの範囲に入れる
こと、もしくはクラック発生を抑制することが困難になり、スート再生効率が悪化、ある
いはクラックが発生する。
【００５９】
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【表４】

【００６０】
　さらに表５の参考例３，４、比較例７に示すように、酸化物粒子の平均粒径が０．１～
３０μｍの範囲を外れると、コーティング材の熱伝導率が増加し、スート再生効率が悪化
する。
【００６１】
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【表５】

【００６２】
　７．クラック評価
　表６に示すように、気孔率を増加させることで、コーティング材の熱伝導率を低下させ
ることに効果がある。コーティング材の気孔率が１０～６０％、特に、２０～５５％では
クラックの発生は全くなかった。一方、気孔率が６５％になると、強度も低下し、クラッ
クが発生した。
【００６３】
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【表６】

【００６４】
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　上記のとおり、本発明のハニカム構造体においては、基材の熱伝導率が２０Ｗ／ｍＫ以
下の場合に、コーティング材の熱伝導率を低下させ、断熱効果を高めることでスート再生
時の効率上昇を達成した。コーティング材の気孔率を規定することで低熱伝導率かつ高強
度なコーティング材を提供し、クラックの発生を抑制とスート再生効率の上昇を両立させ
た。
【産業上の利用可能性】
【００６５】
　本発明のハニカム構造体は、排ガス用の捕集フィルターとして、例えばディーゼルエン
ジン等からの排ガスに含まれている粒子状物質（パティキュレート）を捕捉して除去する
ためのディーゼルパティキュレートフィルター（ＤＰＦ）として有用である。

【図１（ａ）】

【図１（ｂ）】

【図１（ｃ）】

【図２（ａ）】
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